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はじめに
日本の図書館専門職員の資格制度は，公共図書館
職員についてのみ定められている。図書館法では，
公共図書館の定義，役割，サービスのほか，専門的
職員としての司書，司書補の資格が規定されている。
司書となる資格を得るために履修すべき科目につい
ては，図書館法第6条第2項で，次のように定めら
れている。
司書及び司書補の講習に関し，履修すべき科目，単
位その他必要な事項は，文部科学省令で定める。た
だし，その履修すべき単位数は，15単位を下ること
ができない。
さらに，同法施行規則第4条で，司書の講習にお
いて履修すべき科目，単位数が定められていた。こ
れは，一般に司書講習科目，司書科目，省令科目等
と呼ばれてきた。この科目が2009年まで大学にお
ける司書養成にも用いられてきた。この（以下，修
得科目という）科目は，1950年に定められ，これま
でに1968年，1996年の2度改定されている。2009
年に，図書館法第5条第1項，図書館法施行規則が
改正され，施行規則第1条で新たに大学において履
修すべき科目が定められた。
これらには，それぞれの時期における公共図書館
と司書養成に対する考え方が現れている。このうち，
1968年改定の修得科目（以下，修得科目1968という）
は，公共図書館活動の活発化した時期に制定され，
28年間にわたって使用され，非常に大きな影響を
与えている。そこで，本稿では，修得科目1968を
取り上げ，1950年に制定された修得科目（以下，修
得科目1950という）からどのように改定されたかに
ついて検討する。
神本光吉（法政大学）は，1974年と1979年に図
書館職員養成全般について幅広く論じ，多くの問題
点を指摘している1）2）。『図書館ハンドブック』第
4～6版（1977～2005）では，図書館職員養成の意義，
役割を論じている 3）4）5）。柴田正美（帝塚山大学）
は，1999年に，『図書館情報学ハンドブック第2版』
で，2度目の改定までの修得科目の科目名と単位数
を示している6）。根本彰（東京大学）は，2007年に，
戦後の図書館学教育の歴史を概観し，修得科目1968
の改定の経緯とその後の取組みを示している7）。山
内美千絵薬袋秀樹（筑波大学）は，2010年に，修
得科目を含む戦後日本の図書館学教育科目案11点
について，特徴と問題点を明らかにしている8）。し
かし，これらの文献では，各修得科目の詳しい分析
は行われていない。
1950年代に修得科目と並行して定められた図書
館学教育の基準として，大学基準協会の教育基準
（以下，教育基準という）がある。大学基準協会は，
従来わが国の大学では考慮されていなかった課程を
設置するための指針を示す場合，並びに国家試験に
関連する分野の場合に分科教育基準を定めている9）。
図書館学は戦後新しくわが国に紹介され，また司書
資格にも関連するため，教育基準を制定する必要が
あった10）。大学基準協会では，1950年，1954年，
1977年，1982年に教育基準を発表した。これらの
うち1950年と1954年に発表された教育基準は，修
得科目1968に影響を与えている可能性がある。
本稿の目的は，修得科目1968が修得科目1950か
らどのように改定されているかを明らかにすること
である。合わせて，大学基準協会の1950年と1954
年の教育基準から影響を受けている可能性について
も検討する。以上から，次の四つの研究課題を設定
する。
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（1）これらの修得科目，教育基準の内容はどの
ようなものか。
（2）これらにはどのような特徴があるか。
（3）これらの間にはどのような類似点相違点
があるか。
（4）1968年の改定にはどのような意義があるか。
研究方法としては文献調査を用いる。時代範囲は，
1950年代から1960年代に限定した。修得科目及び
教育基準を詳しく比較，検討した。
第1章では，修得科目，教育基準の歴史を概観す
る。第2章では，修得科目及び教育基準の内容を明
らかにする。第3章では，修得科目と教育基準を比
較した上で，特徴，類似点，相違点，意義を明らか
にし，第4章で結論を述べる。
1.戦後日本の修得科目，教育基準の歴史
本章では，戦後日本で発表された修得科目，教育
基準の歴史を概観する。
1.1 修得科目の歴史
1950年4月30日に図書館法が制定され，修得科
目（司書講習科目）が文部省令によって制定された。
1968年に修得科目の第1回目の，1996年に第2回
目の改定が行われた。
2008年に図書館法が改正され，大学で履修すべ
き図書館に関する科目を文部科学省令で定めること
が規定された。2009年に文部科学省令が改正され，
図書館に関する科目が制定された。これは第3回目
の改定に当たる。
1.2 教育基準の歴史
大学基準協会は，1950年4月25日に分化教育基
準として，「図書館員養成課程基準」（1950）（以下，
教育基準1950という）を発表し11），1954年に，これ
を改定して，「図書館学教育基準」（1954）（以下，教
育基準1954という）を発表した12）。
1977年に，「図書館情報学教育基準」を発表
し13），1982年に，これを改定して，「図書館情報
学教育に関する基準およびその実施方法」を発表し
た14）。
1.3 まとめ
1950～1960年代には，大学基準協会による教育
基準1950，文部省による修得科目1950，大学基準
協会による教育基準1954，文部省による修得科目
1968の四つが制定発表された。
2.修得科目と教育基準の内容
本章では，修得科目1950，修得科目1968と教育
基準1950，教育基準1954の内容について，それぞ
れ年代順に概観する。
2.1 修得科目の内容
2.1.1 修得科目1950
（1）概要
1950年に最初の修得科目が制定された。表1は
この科目名，単位数を示したものである。必修11
単位，選択科目4単位，合計15単位である。養成
の対象者は，当初，公共図書館に勤務する現職者で
あったが，次第に図書館に勤務していないない社会
人大学生が中心となった。養成の目的は，現職者
に対する再教育，司書資格を持った図書館職員の増
加であった。
（2）科目内容の解説
1951年に，昭和26年度図書館専門職員養成講習
第一回指導者講習会が『図書館学講義要綱』を編集
刊行した15）。これは，司書講習のために作成され
たシラバスで，科目内容の詳細な解説と参考文献が
示されている。これを分析して，科目の内容を解説
する。
修得科目1950は，必修科目10科目，選択科目甲
群5科目，選択科目乙群5科目からなるが，『図書
館学講義要綱』には，必修科目すべてと選択科目の
一部が掲載されている。選択科目甲群の「特殊資料」
「図書館施設」「図書館史」，選択科目乙群の「社会
教育」「図書解題及び図書評論」「図書及び印刷史」
は掲載されていない。
この資料に示された科目の内容の概要は次のとお
りである。
（19）
○必修科目
・「図書館通論」:図書館の発生，図書館の種類，図
書館法，関係行政機関との関連，図書館経営評価
等について学ぶ。
・「図書館実務」:図書館実務の意義，目的とその重
要性，範囲，基礎的条件，受入と払出，蔵書と保
管等について学ぶ。
・「図書選択法」:図書館資料，図書選択の意義，図
書選択者としての図書館員，図書評価の一般的原
理等について学ぶ。
・「図書目録法（第Ⅰ部）」:和書の図書目録の意義，
機能，種類，目録カードの作り方等について学ぶ。
・「図書目録法（第Ⅱ部）」:洋書の目録的な扱い方，
洋書目録カードの作り方，洋書目録法等について
学ぶ。
・「図書分類法」:図書館的分類法，日本十進分類法，
図書分類法の評価，分類作業，分類規則等につい
て学ぶ。
・「レファレンスワーク」:意義と内容，参考質問
の取扱い方，参考図書資料の整備，基本参考図書
の解題等について学ぶ。
・「図書運用法」:図書運用の意義，方法，館内閲覧，
館外貸出，図書資料の紹介，調査と評価等につい
て学ぶ。
・「図書館対外活動」:対外活動の意義，地域社会の
基本的調査，集会活動，図書館自体が行う宣伝，
他機関を利用，協力しての宣伝等について学ぶ。
・「児童に対する図書館奉仕」:児童に対する図書館
奉仕の発達，図書館奉仕の対象としての児童，児
童の意義，図書館資料の収集，整理等について学
ぶ。
・「視聴覚資料」:近代図書館における視聴覚資料，
視聴覚資料による図書館奉仕の現状，収集と選択，
整理と保管等について学ぶ。
○選択科目
・「学校教育と公共図書館」:学校図書館の目的と公
共図書館，学校図書館と公共図書館の法的関係，
相互協力と研修に対する問題等について学ぶ。
・「成人教育と図書館」:成人教育の概念規定，史的
展開，再解釈，諸形態，図書館奉仕と成人教育等
について学ぶ。
・「社会学」:人間と社会，社会集団，社会意識，社
会変動，近代社会，社会問題，社会学の課題等に
ついて学ぶ。
・「ジャーナリズム」:成立と機能と形態，現代ジャ
ーナリズムの動向，新聞の自由，ジャーナリズム
と社会等について学ぶ。
（3）科目内容の特徴
選択科目甲群では，「学校教育と公共図書館」「成
人教育と図書館」のように，教育活動（学校教育，
成人教育）と図書館の連携に関する科目が設けられ
ている。また，乙群では，「社会学」と「ジャーナ
リズム」という図書館の外部の社会について学ぶ科
目が設けられている。このほか，「社会教育」も設
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表1 1950年制定の修得科目
必
修
科
目
図書館通論 1単位
図書館実務 1単位
図書選択法 1単位
図書目録法 2単位
図書分類法 1単位
レファレンスワーク 1単位
図書運用法 1単位
図書館対外活動 1単位
児童に対する図書館奉仕 1単位
視聴覚資料 1単位
選
択
科
目
甲
群
（
2単
位
以
上
選
択
）
学校教育と公共図書館 1単位
成人教育と図書館 1単位
特殊資料 1単位
図書館施設 1単位
図書館史 1単位
選
択
科
目
乙
群
（
2単
位
以
上
選
択
）
社会学 1単位
社会教育 1単位
ジャーナリズム 1単位
図書解題及び図書評論 1単位
図書及び印刷史 1単位
必修科目11単位 選択科目4単位 合計15単位
けられている。図書館内の業務やサービスだけでな
く，広く社会について，教育活動との連携について
学ぶ科目が設けられている。甲群，乙群で，これら
の科目を選択すれば，社会との関わりについて，広
く学ぶことができる。
2.1.2 修得科目1968
1968年に修得科目の第1回目の改定が行われた。
表2は，この科目名と単位数を示したものである。
必修15単位，選択科目4単位，合計19単位である。
養成する対象者，目的は示されていない。基本科目
38単位の構想が定められ，その中の初歩的な19単
位が修得科目として規定された。
なお，修得科目1950と修得科目1968の詳しい比
較は3章で行う。
2.2 教育基準の内容
2.2.1 教育基準1950
表3は，教育基準1950の科目名と単位数を示し
たものである。四年制大学の第4年あるいは第3年
及び第4年で履修できると明記されている。必修科
目は7科目示され，単位数も示されており，合計
20単位である。科目は例示で，分類されていない。
選択科目は，12科目列挙されているが，科目名の
みが示されており，選択科目全体及び各科目の単位
数は示されていない。そのため，履修が必要な全体
の単位数は示されていない。公共図書館関連の科目
として，「公共図書館の諸問題」「成人教育と公共図
書館」「児童図書館」「農村図書館並に地域図書館制」
の4科目が示されている。他館種図書館のための科
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表2 1968年改定の修得科目
甲
群
（
必
修
科
目
）
図書館通論 2単位
図書館資料論 2単位
参考業務 2単位
参考業務演習 1単位
資料目録法 2単位
資料目録法演習 1単位
資料分類法 2単位
資料分類法演習 1単位
図書館活動 2単位
乙
群
（
2科
目
以
上
選
択
）
青少年の読書と資料 1単位
図書及び図書館史 1単位
図書館の施設と設備 1単位
資料整理法特論 1単位
情報管理 1単位
丙
群
（
2科
目
以
上
選
択
）
社会教育 1単位
社会調査 1単位
人文科学及び社会科学の書誌解題 1単位
自然科学と技術の書誌解題 1単位
マスコミュニケーション 1単位
視聴覚教育 1単位
必修科目15単位 選択科目4単位 合計19単位
表3 図書館員養成課程基準（1950）
イ．必修科目 単位
図書館学概論，図書館管理法 三
目録法及び分類法（和漢書） 四
目録法及び分類法（洋書） 四
図書選択法（和漢書） 二
図書選択法（洋書） 一
参考事務 四
実習，見学及び図書整理実地 二
計 二十
ロ．選択科目
公共図書館の諸問題
成人教育と公共図書館
読書相談
図書館宣伝法
児童図書館
農村図書館並に地域図書館制
学校図書館
大学図書館管理法
特殊図書館の諸問題
図書及び印刷の歴史
図書館史
英語（特に図書館学に関するもの）
目として，「大学図書館管理法」「学校図書館」「特
殊図書館の諸問題」の3科目が示されており，多様
な館種の図書館職員養成をめざしていることがわか
るが，3科目の名称に統一性が見られない。学校，
大学，専門図書館と比べて，公共図書館関係の科目
が多くなっている。
2.2.2 教育基準1954
表4は，教育基準1954の科目名と単位数を示し
たものである。「備考」に，図書館学科における教
育を対象とするものであることが明記されている。
専門科目は，基礎部門，資料部門，整理部門，管理
部門の4部門に分類されている。履修が必要な単位
数は合計38単位以上で，部門ごとの単位数が示さ
れている。科目名は例示で，必修科目と選択科目の
区別はなく，各科目の単位数は示されていない。目
的として「あらゆる図書館の機能達成」を明示して
おり，全館種の図書館職員養成を想定しているが，
「大学図書館論」といった館種名を含む名称の科目
は示されていない。
2.2.3 両者の比較
類似点として次の2点を挙げることができる。
・教育基準1950，教育基準1954のいずれも，資格
取得が目的ではなく，図書館学という新しい学問
分野における大学教育の基準を示している。
・そのため，特定の館種に限定せず，図書館全般を
対象とするものとなっている。
相違点として次の6点を挙げることができる。
・教育基準1950では，必修科目と選択科目に分け
られているが，教育基準1954では，専攻科目が
4部門に分けられており，科目が体系化されてい
る。
・教育基準1950では，必修科目，選択科目とも，
科目名が示されているが，教育基準1954では，
科目名は例示のみである。
・教育基準1950では，必修科目のみ単位数が示さ
れているが，教育基準1954では，部門別の単位
数のみが示されている。
・教育基準1950では，関連科目に関連する規定が
ないが，教育基準1954では，関連科目として，
人文社会自然応用科学の諸科目の中から選
択することが定められている。
・教育基準1950では，選択科目で，公共図書館，
児童図書館，農村図書館，地域図書館，大学図書
館，特殊図書館に関する科目が設けられているが，
教育基準1954では，このような科目は設けられ
ていない。
・教育基準1950は，図書館学教育の基準としては
不十分であったため，教育基準1954が制定され
ている。
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表4 図書館学教育基準（1954）
1 専門科目
イ．専攻科目はこれを左の四部門に分ける。
（一）基礎部門 六単位以上
（図書館学概論，コミュニケーションと図書館，青少年と図書館，図書館史等）
（二）資料部門 八単位以上
（図書選択法，調査及び書誌的資料，読書とその資料，視聴覚資料等）
（三）整理部門 八単位以上
（図書目録法，図書分類法等）
（四）管理部門 六単位以上
（図書館組織経営，図書館施設建築，図書館対外活動等）
ロ．関連科目は広く人文社会自然応用科学の諸科目から選択して設定する。
2 専攻科目は各部門を通じて合計三十八単位以上履修しなければならない。
3 実習，演習は必ず行うものとする。
2.3 まとめ
修得科目は，図書館法に定められた公共図書館職
員養成のための科目である。したがって，最も基本
となる科目は「図書館通論」であり，「大学図書館
論」等の他館種図書館の名称を含む科目は設けられ
ていない。いずれも，主に大学の司書課程における
司書養成を想定している。改定の間隔は，18年で
ある。
教育基準は，学問としての図書館学の教育基準で
ある。したがって，最も基本となる科目は「図書館
学概論」で，すべての館種を対象としている。4年
後に改定され，履修が必要な科目は，20単位以上
から38単位へ増加し，内容の充実をめざしている。
教育基準1950では，「実習，見学及び図書館整理実
地」の科目を示しているが，教育基準1954では，
科目を示さずに，「実習，演習は必ず行うものとす
る」という文言を付している。
3.修得科目と教育基準の比較
本章では，二つの修得科目を比較した上で，作成
された順に教育基準とも比較し，その特徴等を明ら
かにする。
3.1 修得科目1950と修得科目1968の比較
修得科目1950と修得科目1968を比較した結果，
次のような特徴があることがわかった。表5は二つ
の修得科目の対照表である。
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甲
群
（
必
修
科
目
）
図書館通論 2単位
図書館資料論 2単位
参考業務 2単位
参考業務演習 1単位
資料目録法 2単位
資料目録法演習 1単位
資料分類法 2単位
資料分類法演習 1単位
図書館活動 2単位
乙
群
（
2科
目
以
上
選
択
）
青少年の読書と資料 1単位
図書及び図書館史 1単位
図書館の施設と設備 1単位
資料整理法特論 1単位
情報管理 1単位
丙
群
（
2科
目
以
上
選
択
）
社会教育 1単位
社会調査 1単位
人文科学及び社会科学の書誌解題 1単位
自然科学と技術の書誌解題 1単位
マスコミュニケーション 1単位
視聴覚教育 1単位
必修科目15単位 選択科目4単位 合計19単位
必
修
科
目
図書館通論 1単位
図書館実務 1単位
図書選択法 1単位
図書目録法 2単位
図書分類法 1単位
レファレンスワーク 1単位
図書運用法 1単位
図書館対外活動 1単位
児童に対する図書館奉仕 1単位
視聴覚資料 1単位
選
択
科
目
甲
群
（
2単
位
以
上
選
択
）
学校教育と公共図書館 1単位
成人教育と図書館 1単位
特殊資料 1単位
図書館施設 1単位
図書館史 1単位
選
択
科
目
乙
群
（
2単
位
以
上
選
択
）
社会学 1単位
社会教育 1単位
ジャーナリズム 1単位
図書解題及び図書評論 1単位
図書及び印刷史 1単位
必修科目11単位 選択科目4単位 合計15単位
表5 1950年制定と1968年改定の修得科目の対照表
3.1.1 特徴
特徴として次の9点を挙げることができる。
・履修が必要な合計単位数は，15単位から19単位
へ4単位増加している。必修単位数も，11単位
から15単位へ4単位増加している。
・修得科目1950では，「図書目録法」（2単位）以外
は1単位である。修得科目1968では，講義科目
は2単位，演習科目，選択科目は1単位で，大学
教育に適した単位数に変更されている。
・分類，目録，レファレンスサービスの三つの分野
を比較すると，いずれも必修科目で，「図書目録
法」（2単位），「図書分類法」（1単位），「レファレ
ンスワーク」（1単位）から，「資料目録法」（2
単位），「資料目録法演習」（1単位），「資料分類法」
（2単位），「資料分類法演習」（1単位），「参考業務」
（2単位），「参考業務演習」（1単位）へ変化してお
り，4単位から9単位へ5単位増加している。
・「図書館通論」はどちらにも設けられているが，1
単位から2単位と1単位増加している。
・科目の順序が，修得科目1950では「図書目録法」
「図書分類法」「レファレンスワーク」となって
いるが，修得科目1968では「参考業務」「資料目
録法」「資料分類法」となっており，順序の点か
らもレファレンスサービスを重視していると考え
られる。
・「図書目録法」が「資料目録法」，「図書分類法」
が「資料分類法」，「図書選択法」が「図書館資料
論」へ変化しており，扱う内容である「図書」が
「資料」に変更されている。
・必修科目「視聴覚資料」が，選択科目「視聴覚教
育」となっている。
・いずれも，選択科目「社会教育」が設けられてい
る。
・選択科目「社会学」は，内容が限定され，「社会
調査」となったと考えられる。
3.1.2 名称変更
名称変更に関して次の3点を挙げることができる。
・項目の表記が，「必修科目」「選択科目甲群（2単
位以上選択）」「選択科目乙群（2単位以上選択）」か
ら，「甲群（必修科目）」「乙群（2科目以上選択）」
「丙群（2科目以上選択）」へ変化している。用語は
変化しているが，内容は同じである。
・必修科目「レファレンスワーク」が「参考業務」
となった。
・選択科目「図書館施設」が「図書館の施設と設備」
となった。
3.1.3 統合分離新設廃止科目
統合分離新設廃止科目に関して，次の7点
を挙げることができる。
・必修科目「図書館実務」（1単位）と「図書選択法」
（1単位）が統合されて，「図書館資料論」（1単位）
となったと考えられる。
・必修科目「児童に対する図書館奉仕」（1単位）に
当たる科目がなくなり，選択科目「青少年の読書
と資料」（1単位）の一部となったと考えられる。
・必修科目「図書運用法」（1単位）と「図書館対外
活動」（1単位）が統合されて，「図書館活動」（2
単位）になったと考えられる。
・選択科目「図書館史」（1単位）と「図書及び印刷
史」（1単位）が統合されて，「図書及び図書館史」
（1単位）となっている。
・選択科目「特殊資料」（1単位）に代わって，「資
料整理法特論」（1単位）と「情報管理」（1単位）
が設置されたと考えられる。「情報管理」はドキ
ュメンテーションに関する科目である。
・選択科目「図書解題及び図書評論」（1単位）を廃
止して，「人文科学及び社会科学の書誌解題」（1
単位）「自然科学と技術の書誌解題」（1単位）が
新たに設けられたと考えられる。
・選択科目「学校教育と公共図書館」（1単位）「成
人教育と図書館」（1単位）が廃止されている。こ
の結果，修得科目1968の乙群（選択科目）には，
「青少年の読書と資料」以外，公共図書館関連の
科目はなくなっている。
3.1.4 改定の意義
（1）全体について
履修が必要な単位数と必修単位数が，それぞれ4
単位増加しており，内容の充実が図られている。
分類，目録，レファレンスに関する科目が5単位
増加しており，増加した単位数は，この3科目に充
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てられている。
「参考業務演習」「資料目録法演習」「資料分類法
演習」の演習科目が設けられ，講義のほかに演習を
行うことによって，学生の理解を深める構成になっ
ている。これは，1996年，2009年改定の修得科目
に受け継がれている。
「図書館通論」の単位が1単位増加しており，内
容の充実が図られている。
「図書」が「資料」に変更されたことによって，
扱う対象が，図書からすべての図書館資料に拡大さ
れている。
「図書館施設」が，設備を含む「図書館の施設と
設備」に変更されることによって，設備面の充実が
図られている。
（2）公共図書館関連科目について
必修科目「児童に対する図書館奉仕」が選択科目
「青少年の読書と資料」の一部に取り入れられたこ
とによって，児童サービスの位置づけが低下してい
る。
選択科目「社会学」が「社会調査」となったこと
によって，社会全体を扱う科目がなくなっている。
選択科目「学校教育と公共図書館」「成人教育と
図書館」が廃止されたことによって，教育活動との
関わりが弱くなっている。
必修科目「視聴覚資料」が，選択科目「視聴覚教
育」になることによって，視聴覚資料の位置づけが
低下している。
本の紹介，書評を扱う「図書解題及び図書評論」
の代替として，主題別の二次資料等について学ぶ
「人文科学及び社会科学の書誌解題」「自然科学と技
術の書誌解題」を設けている。これらは，主題別の
資料の理解をめざしており，どちらかと言えば，公
共図書館よりも，大学専門図書館に役立つと考え
られる。
いずれも，法律上，公共図書館を包括する社会教
育について論じる選択科目「社会教育」を設けてい
る。
全体の特徴として，社会や教育との関わりに関す
る科目が減少し，図書館内の業務に関する科目が増
加している。
3.2 修得科目と教育基準との比較
修得科目1950，修得科目1968と教育基準1950，
教育基準1954とを比較した結果，次の点が明らか
になった。
3.2.1 教育基準1950と修得科目1950
この二つの間では，類似点と相違点が明確に分か
れていないため，必修科目と選択科目に分けて検討
する。
（1）必修科目
必修科目に関して次の5点を挙げることができる。
・「図書選択法」がどちらにも設けられている。単
位数は，教育基準1950では，和漢書と洋書に分
かれ，それぞれ2単位と1単位で，合計3単位で
あり，修得科目1950は1単位で，単位数が少な
い。
・目録法，分類法は，教育基準1950では，「目録法
及び分類法」で，和漢書と洋書に分かれて，それ
ぞれ4単位，合計8単位である。修得科目は，
「図書目録法」（2単位），「図書分類法」（1単位），
合計3単位で，単位数が少ない。
・修得科目 1950では，図書館資料管理に当たる
「図書館実務」，図書館サービスに当たる「図書運
用法」が設けられているが，教育基準1950には
ない。修得科目1950の方が漏れなく構成されて
いる。
・教育基準1950では，「参考事務」だが，修得科目
1950では，「レファレンスワーク」となってい
る。
・教育基準1950では，「実習，見学及び図書館整理
実地」を設けているが，修得科目1950では，演
習，実習に関する科目は設けられていない。
（2）選択科目
選択科目に関して次の4点を挙げることができる。
・教育基準1950には，選択科目に「成人教育と公
共図書館」「児童図書館」があるが，修得科目
1950には，必修科目に「児童に対する図書館奉
仕」，選択科目に「成人教育と図書館」が設けら
れている。選択と必修の違いはあるが，公共図書
館に関連するこの二つの科目の名称が類似してい
る。ただし，教育基準1950では，「成人教育と公
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共図書館」だが，修得科目1950では，「成人教育
と図書館」となっている。
・教育基準1950「図書及び印刷の歴史」は，修得
科目1950「図書及び印刷史」に該当すると考え
られる。
・修得科目1950では，「図書館施設」「図書解題及
び図書評論」を設けているが，教育基準1950で
は，これらに該当する科目がない。
・修得科目1950では，「社会学」「社会教育」を設
けているが，教育基準1950には，このような科
目は見られない。
3.2.2 教育基準1950，教育基準1954と修得科目1968
（1）類似点
類似点として次の5点を挙げることができる。
・教育基準1954と修得科目1968では，青少年関係
の科目と「社会教育」（修得科目）を除いて，特定
の館種に関する科目が設けられていない。
・教育基準1950，教育基準1954，修得科目1968の
いずれも，演習を必修科目としている。教育基準
1950では，「実習，見学及び図書整理実地」が設
けられ，教育基準1954では「実習，演習は必ず
行うものとする」と定められているが，修得科目
1968では，「参考業務演習」「資料目録法演習」
「資料分類法演習」の演習科目が設けられている。
・教育基準1950では「参考事務」，修得科目1968
では「参考業務」で，レファレンスサービスに関
する科目名に類似性が見られる。教育基準1954
では，「調査及び書誌的資料」に当たる。
・教育基準1954では，「青少年と図書館」「図書館
史」「図書館施設建築」，修得科目1968では，
「青少年の読書と資料」「図書及び図書館史」「図
書館の施設と設備」で，科目名に一定の類似性が
見られる。
・教育基準1954では，関連科目を人文社会自
然応用科学の中から選択するのに対して，修得
科目1968では，「人文科学及び社会科学の書誌解
題」「自然科学の技術の書誌解題」が設けられて
おり，科目の性格は異なるが，主題に関する知識
に配慮している。
（2）相違点
相違点として次の6点を挙げることができる。
・教育基準1954では，科目が部門別に分類されて
いるが，修得科目1968では行われていない。
・教育基準1950では，「目録法及び分類法（和漢書）」
「目録法及び分類法（洋書）」，教育基準1954では，
「図書目録法」「図書分類法」であるが，修得科目
1968では「資料目録法」「資料分類法」となって
いる。
・教育基準1950では，「図書選択法（和漢書）」「図
書選択法（洋書）」が示され，図書館資料が選択
法の観点から捉えられ，教育基準1954では，「調
査及び書誌的資料」「読書とその資料」が示され，
利用目的の観点から捉えられているが，修得科目
1968では，「図書館資料論」として，資料の観点
から捉えられている。
・教育基準1950には，図書館サービスに関する科
目がなく，教育基準1954には，「図書館対外活動」
はあるが「図書運用法」等の館内サービスに関す
る科目が示されていない。
・教育基準1950では，「図書館管理法」「図書館宣
伝法」，教育基準1954では，「図書館組織経営」
が設けられているが，修得科目1968には，この
種の内容の科目がない。
・教育基準1954では，「青少年と図書館」「読書と
その資料」があるが，修得科目1968では，「青少
年の読書と資料」である。
3.3 まとめ
修得科目1968は，修得科目1950から大幅に変更
されていること，修得科目1968と教育基準1950及
び教育基準1954の間には，それぞれ類似点と相違
点があり，一定の影響を受けた可能性があることが
わかった。
4.結 論
以上のことから，修得科目1968が修得科目1950
からどのように改定されたのか，教育基準1950と
教育基準1954の二つからどのような影響を受けて
いるかについて，次のような結論を導くことができる。
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（1）修得科目1968の特徴
修得科目1950は，公共図書館の職員養成をめざ
した科目である。履修が必要な単位は，必修科目
11単位，選択科目4単位，合計15単位である。
公共図書館職員の養成のため，必修科目に「児童
に対する図書館奉仕」を設け，選択科目ではあるが，
「社会学」「ジャーナリズム」という，図書館の外の
社会に関する科目を設け，「学校教育と公共図書館」
「成人教育と図書館」という，地域の教育活動との
連携を扱う科目を設けている。他方，分類，目録，
レファレンスサービス等の単位は少なく，演習科目
は設けられていない。
単位数はほとんどが1単位であり，司書講習のた
めの科目の性格が強く，大学の授業には適していな
いと考えられる。
修得科目1968は，同様に，公共図書館の職員養
成をめざした科目ではあるが，「児童に対する図書
館奉仕」が選択科目の一部となり，「社会学」が
「社会調査」に，「ジャーナリズム」が「マスコミュ
ニケーション」に変更され，「学校教育と公共図書
館」「成人教育と図書館」が廃止されて，社会や教
育活動との連携が弱まり，公共図書館職員の養成の
観点が後退している。他方，分類，目録，レファレ
ンスサービスの3分野で演習科目を設けるなど，5
単位が増加しており，各館種の図書館に共通する図
書館内の業務に重点が置かれている。その結果，他
の館種の図書館業務にも対応しやすくなっている。
単位数は，必修科目の講義科目が2単位となり，
大学の授業に適したものとなっていると考えられる。
以上から，修得科目1968は，第一に，社会と結
びついた公共図書館職員の養成よりも，当時の図書
館の中心的業務であった分類，目録，レファレンス
サービス等の業務を重視したものであり，第二に，
司書講習から大学の授業に適したものへ移行しよう
としたものと評価することができる。
（2）教育基準が修得科目に与えた影響
修得科目 1950と教育基準 1950，修得科目 1968
と教育基準1950，教育基準1954にはそれぞれ一定
の類似性が見られた。
修得科目1950と教育基準1950は，性格が異なる
が，科目の構成と公共図書館に関する科目の名称が
類似している。
教育基準1954と修得科目1968は，一部を除いて，
必修科目に特定の館種に関連する科目を設けていな
い点で，また教育基準1950，教育基準1954と修得
科目1968は，演習に関する必修科目を設けている
点で類似している。そのほか，教育基準1954と修
得科目1968には，一部の科目名等で類似が見られ
る。
他方，教育基準1954に見られる部門別の分類や，
教育基準1950と1954の両方に見られる図書館経営
に関する科目は，修得科目1968には取り入れられ
ていない。これは，修得科目1968の科目数が少な
いことが制約になっているとも考えらえる。
以上の点から，修得科目1968は，可能な範囲で，
ある程度，教育基準1950，教育基準1954を参考に
している可能性がある。後の修得科目では，教育基
準に含まれていた図書館経営に関する科目及び，各
部門の体系化も取り入れられている。
おわりに
本稿では，修得科目1968に注目して，修得科目
1950，並びに教育基準1950，教育基準1954と比較
検討したが，今後は，1996年，2009年改定の修得
科目についても検討を進める予定である。
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